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1. 背景と目的
　地方都市では、少子高齢化、人口減少、社会基盤の老朽化
による維持管理費増大のため、自治体の財政圧迫が課題であ
る。このため、人口規模に見合った集約型コンパクトシティ
を形成する必要がある。
　集約型コンパクトシティの形成には、公共施設再編による
都市拠点形成が求められる。しかし、ほとんどの自治体の公
共施設再編計画は具体的かつ詳細であるものの、都市計画マ
スタープランに代表されるような将来の都市構造に沿ったも
のではない *1。特に、合併によって市域が拡大した地方都市
では、低密度に分散し、重複する公共施設の再編による、拠
点形成が必要である。　本論では、9 つの市町村が合併した
宮城県登米市を事例として、集約型都市構造の実現に向けた、
公共施設再編による都市拠点形成の計画論を明らかにするこ
とを目的とする。
2. 研究の方法
　①文献 *2*3*4 から、登米市の地域特性及び公共施設の現状
を把握する。②将来人口推計 1) を基に、将来的な人口動態
に合った公共施設立地を仮定し、都市拠点になり得る地区を
明らかにする。③②で明らかになった地区に基づき、登米市
の将来都市構造パターンを導出する。④③の将来都市構造パ
ターンに則った公共施設再編方針を判断するフローチャート
を作成する。⑤④のフローチャートに則り、将来の公共施設
再編シュミレーションを行い、都市構造ごとの再編費用を試
算 2) する。⑥①～⑤より、集約型都市構造の実現に向けた、
公共施設再編による都市拠点形成の計画論を明らかにする。
3. 登米市の地域特性と公共施設の現状 (図 1)
　登米市は、平成 17 年に 9 つの町の合併によって形成され
たが、各町はそれ以前から合併を繰り返していた。そのた
め、市内には居住や公共施設が立地する集落規模の街が分散
する。将来人口分布から、これらの街の多くは人口が大きく
減少するため、将来的な公共施設の維持が難しい。
　また公共施設等総合管理計画から、登米市の公共施設の現
状として、一人当たりの公共施設床面積が県内で 2 番目に
大きく、今後 10 年以内に大半の施設の大規模改修が必要で
あること、が分かった。
　以上から、将来的に人口・施設が維持される地区を把握し、
そこを都市拠点として、公共施設の維持・廃止を適切に判断
する必要がある。
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図1　将来人口分布と既存公共施設立地
4. 将来公共施設立地に基づく都市拠点の検討
　都市拠点となり得る地区は、将来人口と将来公共施設立地
によって判断する。まず 2015 年人口と 2040 年人口を比較
することで、2040 年までの公共施設床面積削減率を仮定す
る。この削減率に合わせて、用途別に公共施設を廃止すると
仮定し、将来的な公共施設立地を検討する。ただし、評価対
象から全市的な施設や基幹産業・文化に関わる施設は除外し
た。公共施設の維持・廃止の判断は、2040 年時の施設周辺
人口で行った。周辺人口の集計範囲は、用途別に施設の立地
特性によって判断した。（図 2）
　この結果を基に、都市拠点エリア（都市拠点になり得る地
区）を 3 種類明らかにした。これらの地区は将来的に公共
施設を維持できる可能性の高い地区である。ランク A: 将来
的に施設が数・種類共に市内で最も維持される地区。中心市
街地である旧迫町佐沼地区が該当する。ランク B: 将来的に
施設が数もしくは種類が十分に維持される地区。歴史的な
街並みを持つ登米市随一の観光地である旧登米町寺池地区、
石巻市桃生町と隣接し、JR 気仙沼線が通る旧豊里町新町地
区、農用地区面積が市内で最も多い旧中田町上沼地区、中心
市街地である佐沼地区と連続する旧南方町高石地区が該当す
る。ランク C: 前述の 2 種類の拠点エリアが立地しない各旧
町内で、最も施設が維持される地区。栗原市若柳町と隣接し、
JR 東北本線が通る旧石越町遠沢地区、農業が盛んで、農業
用ため池である平筒沼を観光名所とする旧米山町西野地区、
市内東部の山林地帯に囲まれ、人口減少・高齢化が最も著し
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図3　公共施設の将来立地に基づく都市拠点検討

い旧東和町米谷地区、旧東和町同様に山林地帯に位置し、石
巻市に通じる BRT(Bus Rapid Transit）が通る旧津山町柳
津地区が該当する。これらに該当しない地区はランク D で
あり、これらの地区は将来的に人口が大きく減少するため、
今後地区内の公共施設は廃止を検討するべきである（図 3）。
5. 将来都市構造パターンの導出
　前章の都市拠点検討に加えて、文献 *5*6 から地域資源、地
区間公共交通網の把握し（図4）、4種類の将来都市構造パター
ンを導出した（図 5）。
　これらのパターンは合併以前の構造を維持するか否かで、
2 種類に区別される。「旧 9 町維持型」は、現行の都市計画
マスタープランと同様に、各旧町内に一つは都市拠点を形成
することで、これまでの都市構造を維持する考え方である。

「市内連携型」は、各旧町の都市拠点エリアの中でも、ラン
ク A、B に該当する地区のみを「中心 / 都市拠点」とし、そ
れ以外の地区は一時拠点とすることで、都市拠点エリアの中

でも施設維持の選択と集中を行う考え方である。「拠点連携
型」は、旧 9 町の構造は考慮せず、ランク A、B に該当する
地区のみを「中心 / 都市拠点」とすることで、従来の都市構
造を刷新する考え方である。「一大都市拠点形成型」は、佐
沼地区のみを中心拠点とすることで、公共サービスの高次化
を図り、県内有数の一大都市拠点にする考え方である。
6.都市構造に基づく公共施設再編方針
　前章で導出した将来都市構造に則った公共施設再編方針の
判断フローチャートを作成する（図 6 上段） 。将来都市構造
を構成する地区ごとに公共施設再編方針を検討し、それらを
合わせてフローチャートとする。このフローチャートにおい
ては、その地区の都市拠点検討におけるランク（A~D）をもっ
つとも優先すべき判断項目とした。これは、将来的に人口が
維持され、既存施設の多い地区の公共施設は維持し、将来的
に人口が大きく減少し、既存施設の少ない地区の公共施設は
廃止を検討する、という考え方である。

図2　公共施設の将来立地の検討方法 図4　市内の産業資源及び公共交通網の整理
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7. 将来都市構造パターンごとの再編費用の試算
　前章の公共施設再編シュミレーションの財政支出を今後 70
年間分試算 2) した ( 図 7)。その結果、「一大都市拠点形成型」
は他の都市像の約半分以下の費用になることが分かった。また、
再編費用の差が小さいのは「市内連携型」と「都市拠点連携型」
である。これは、公共施設床面積の削減率と概ね一致する。
8.集約型コンパクトシティに向けた公共施設再編による都市
拠点形成の計画論
　以上より、集約型コンパクトシティに向けた公共施設再編
による都市拠点形成の計画論を明らかにする。①【都市拠点
検討】将来的に人口が維持され、既存公共施設が充実してい
る地区を都市拠点として検討する。②【都市構造検討】①の
都市拠点となり得る地区に基づき、複数の将来都市構造を検
討する。この時、合併市町村では、合併以前の構造を維持す
るパターンと維持しないパターンの両方を検討する。③【公
共施設再編計画】将来都市構造に沿った公共施設再編を計画
するため、都市拠点に立地しているかどうかで、公共施設の
維持・廃止を判断する。④【都市構造評価】各都市構造を公
共施設床面積削減、公共施設へのアクセス性及び公共施設再
編費用の観点で評価・比較し、自治体の目標と比較すること
で適切な都市構造を選定する。

　フローチャートに則り、各都市構造ごとに公共施設再編の
シュミレーションを行った（図 6 下段）。ただし、評価対象
から行政・衛生施設などの全市的な施設や基幹産業・文化に
関わる施設は除外した。その結果、公共施設削減率の評価か
ら、登米市が目標としている「2035 年までの公共施設床面
積 25% 削減」を達成できる都市構造は「市内連携型」「拠
点連携型」「一大都市拠点形成型」である。このため、現行
のマスタープランのように、旧 9 町すべてに都市拠点を形
成する考え方は、公共施設の削減に課題を持つ。また、登米
市の 2035 年時と 2050 年時の推計人口の比較から、2050
年までに求められるであろう公共施設床面積の削減率を推測
すると、51% であった。この削減率を達成できるのは、「拠
点連携型」「一大都市拠点形成型」である。公共施設への道
路距離増加率の評価では、「旧 9 町維持型」「市内連携型」「拠
点連携型」の 3 つは公共施設床面積の削減率に概ね比例す
るように道路距離増加率が大きくなる一方で、「一大都市拠
点形成型」は道路距離の増加率が公共施設床面積削減率に対
して、著しく高くなることが明らかになった。これは、「一
大都市拠点形成型」では、将来的に市内のほとんどの公共施
設が佐沼地区に立地するためである。このため、佐沼地区の
みを都市拠点とする考え方は、市内全域における公共施設へ
のアクセス性に課題を持つ。
　以上より、公共施設削減面及び公共施設アクセス面では「市
内連携型」「拠点連携型」が適当である。このため、登米市
の将来都市構造の検討においては、①合併以前の構造を維持
するかどうかの判断及び、②都市拠点になり得る地区でも、
将来都市構造において、公共施設を維持する地区と廃止を検
討する地区の判断が必要である。

図5-登米市の将来都市構造パターン

【参考文献】*1「人口減少局面の都市計画マスタープランの総合性に
ついての一考察 - 公益施設の統廃合・再編のケーススタディ -」/ 瀬田
史彦 *2 H26 登米市都市計画マスタープラン / 登米市 *3「H28 登米市
公共施設等総合管理計画」/ 登米市 *4「H29 登米市公共白書」/ 登米
市　*5「H28 登米市統計書」/ 登米市 *6「H30 登米市市民バス時刻表」
/ 登米市

【注釈】1) 国交省が人口問題研究所等の人口推計データを GIS データ
化したもの 2) 公共施設更新費等試算ソフト / 一般社団法人地域総合整
備財団
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図7-将来都市構造パターンごとの再編費用

図6-将来都市構造パターンに基づいた公共施設再編方針の検討
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